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インターネット・オークションなどに出品す
る際、「個人で出品しているので販売業者じゃな
い」と思っていても落とし穴があります。出品
数が多かったり、落札額が高額だったりすると、
例え普通の主婦でも販売業者と判断される場合
があり、さまざまな法的規制を受けるので注意
が必要です。 

 特定商取引法では、インターネットで申し
込みを受けて契約を締結する取引を「通信販売」
と定めています。同法の販売業者とは「営利の
意思をもって反復継続して取引を行う者」とさ
れ、営利の意思の有無は客観的に判断され、個
人・法人を問わず、同法の規制を受けます。 
 具体的に見てみましょう。特定商取引法の

「インターネット・オークションにおける販売
業者に係るガイドライン」によれば、①過去 1
カ月間に 200 点以上、または一時点で 100 点以
上の商品を新規出品②落札額の合計が過去 1 カ
月間に 100 万円以上③落札額の合計が過去 1 年
間に 1000 万円以上－のいずれかに該当すれば

「販売業者」とみなします。 
該当すると、特定商取引法の規制を受け、広

告表示義務（例えば、氏名・住所・電話番号や
返品規定などの表示）が生じ、誇大広告の禁止

などの規制もかかります。ちょっと多めに出品
しただけと思っていたら「連絡先がない」「返品
規定がない」と訴えられる可能性があります。 

先のガイドラインでは、特にトラブルの多い
ものとして下表のような事例を挙げています。
なお、フリマ・シェアリングエコノミーの出品
者については、同ガイドラインの対象となるか
は明らかにしていませんが、特定商取引法の販
売業者の定義を当てはめることは可能と思われ
ます。          （萱場 律子） 

引き続き「履行」に注視 

キタコー訴訟和解報告 
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ネットオークション出品 

ホクネットが札幌地方裁判所に提起した不動産賃貸業のキタコー株式会社（本社・札幌）

に対する契約条項使用差止等請求訴訟が７月 24 日、和解により終了しました。見直しを求

めた条項のうち根幹となる９条項の削除を得て実質的な「勝訴」でした。原告代理人の原

琢磨弁護士に経過を報告いただきます。 

 キタコーは、1970 年代に札幌市内

で設立された不動産の賃貸、売買を
主な業とする株式会社です。判明し
ているだけで札幌市内に一千戸を超
える居室を賃貸し、市内有数の不動
産賃貸業者です。 

 2010 年に消費者から通報を受け、
キタコーが使用していた賃貸借契約
書に消費者契約法に反する条項があ
ったことから使用中止を求める申入
れを行いました。複数回のやり取り
を経て、同社は契約条項を修正する
と表明し、2011 年に対応を終了しま

した。 

しかし 2016 年、別の消費者からの

通報で同社は表明していた契約条項の修正を実際は行っていなかったことが判明しました。そこ
で、ホクネットは裁判所を通じて証拠を確保する証拠保全を行ったうえで、2017 年に札幌地裁に
対し契約条項の差止、従業員等への文書での周知等を求める内容の差止請求訴訟を提訴しました。                   

 訴訟は、今年 7 月 24 日に訴訟上の和解により終了し、その結果、キタコーは①使用している
賃貸借契約書に含まれている消費者契約法違反の契約条項の使用差止②現時点で入居している消
費者について、その賃貸借契約書に含まれている消費者契約法違反の契約条項の無効確認・権利
不行使の確認③自社の従業員に対し和解内容を周知させる措置を取ること―などが取り決められ
ました。                                 （２面に続く）

＜トラブルが多い特定のカテゴリー商品＞ 

①家電製品等＝同一の商品を一時点で５点以上
出品 

②自動車・二輪車の部品等＝同一の商品を一時点
で３点以上出品 

③CD・DVD・パソコン用ソフト＝同一の商品を
一時点で３点以上出品 

④ブランド品＝一時点において 20 点以上出品 

⑤インクカートリッジ＝一時点において 20 点以
上出品 

⑥健康食品＝一時点において 20 点以上出品 

⑦チケット等＝一時点において 20 点以上出品 
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消費者契約法違反であることが明らかにな
った契約条項は、①家賃の３日以上の滞納等が
あった場合に事前の催告もないまま契約を終
了させる条項②キタコーが賃借人のライフラ
イン（水道光熱等）の供給停止や部屋に無断で
立ち入ることができるといった条項③キタコ
ーが負担すべき損害賠償義務を全部免責して
しまう条項④賃借人が強制執行、破産、民事再
生の申立てをしただけで賃貸借契約が解除さ
れる条項⑤退去にあたってキタコーの債務を

全部免責する条項⑥家具の設置痕、フローリン
グの保護を善管注意義務の内容とする条項や
賃借人が負担しなくてもよい通常損耗までも
原状回復させる条項－などです。いずれも賃借
人の生活に密接にかかわる条項です。 

 上記の訴訟上の和解に従って８月 30 日、キ

タコーは同社管理物件 16 棟の入居者に対し、
上記契約条項は効力を有しない旨の通知書を
投函し、代理人５人と事務局員が立ち合い、こ
れを見届けました。９月 19 日には、キタコー
代理人事務所にて新たな賃貸借契約書式の開

示も受けました。 

 ホクネットは、今後もキタコーが和解内容を
履行しているか注視していきます。会員の皆さ
んもキタコーに関して上記和解に反する行動
を見聞きされた場合は、ホクネット事務局まで
情報提供をお願いします。 

    （原告代理人 原琢磨理事・弁護士） 

 カタカナ言葉が氾濫する状況は悪くなる一方です
が、最近、急に目につくようになったのが、このデ
ジタル・プラットフォーマーという言葉です。それ

と関連してＧＡＦＡ（ガーファ）という言葉もよく
見ます。 
ＧＡＦＡは、代表的なネット企業であるグーグル

（G）、アップル（A）、フェイスブック（F）、そして
アマゾン（A）の頭文字をとったもので、これらは同
時にデジタル・プラットフォーマーと呼ばれるサー
ビスのトップランナーです。 
ＧＡＦＡに代表されるネット企業には、ほかにも

ツイッターやインスタグラム、ヤフー、楽天、じゃ
らん、ホテルズドットコム、ブッキングドットコム
など数多くの企業が含まれ、その業態はＳＮＳ、オ

ンライン・ショッピングモール、旅行仲介など多様

ネットで増大 詐欺・中傷 

です。 
しかし共通するのは、消費者と事業者、あるいは

消費者同士の取引や情報交換を仲介するという機

能です。利用者の側から見れば、このサービスが提
供する土台の上で、売買をしたり意思疎通を図った
りするので、その土台のことをプラットフォームと
いうわけです。 
こうした企業は、取引や情報交換の直接の当事者

ではないので、その中でどのようなやり取りがされ
ているかに責任を持たないものとされてきました。
しかし、ネットを通じた詐欺や誹謗中傷など、仲介
するデジタル・プラットフォーマーになんらの責任
もないとは言い難いですし、技術的にはそれらの被
害を防止することもできる立場にあります。 

情報管理にも課題 

さらに、利用者の利用履歴などのプライバシー情報もデジタル・プラットフォーマーのところで
蓄積され、分析・加工されて商売に使われています。これらの行為は、利用者の包括的な同意のも
とで行われているわけですが、利用者が、その情報がどのように利用されているか、あまり意識す
ることはないでしょう。 
そこで現在、デジタル・プラットフォーマーがどのような法的責任を負うべきなのか、日本国内

 政府が行うポイント還元にはいろいろな
制約があります。まずは店が事務局に登録
する必要がありますが、大手スーパーや百
貨店などの大規模小売り店は対象外になっ
ています。そのため相談者が行ったスーパ
ーは政府のポイント還元が受けられないの
です。 

ポイント還元事業の対象となるキャッシ
ュレス決済手段も公表されているものに限
られ、分かりにくいものとなっています。 
注意したいのがＱＲコードなどのスマホ

決済です。体制が整っていない事業者も多
く、利用者保護の基準もあいまいです。 
不正があった場合の支払いの責任は利用

者が負うとしている事業者もあり、利用規
約等をよく確認し、慎重に対応する必要が
あります。ご用心ください。 

キャッシュレス決済 

10月からの消費税増税に伴い、キャッシ
ュレス決済をした場合に最大５％のポイ
ントを還元する制度が始まりました。 
「ポイント還元のため、よく利用する大

手スーパーでクレジットカードを作ろう
とした。ところが、店員から『うちは政府
のポイント還元はやっていない』と言わ
れ、断念した。ポイント還元の仕組みがよ
くわからない」と高齢男性から相談があり
ました。 

制約多く慎重に 

 

インターネットを使った

ビジネスや情報発信の基

盤となる「デジタル・プラ

ットフォーマー」について

町村泰貴理事に解説して

もらいました。 
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ア マ ゾ ン など 

（註）公正取引委員会が今年２～３月に

実施したデジタル・プラットフォーマー

の取引慣行等に関する実態調査から「消

費者の認識」 

のネット企業だけが不利に
なったり、消費者を含む利用
者が不当に不利益を被った
りすることのないよう検討

が進められ、先日も公正取引
委員会に対しホクネットと

しての意見書を提出したと
ころです。 
（町村泰貴理事・成城大学教
授） 
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デジタル･プラットフォーマーとは 相談余話 

 

締結済み契約書も無効 
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